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　問 24 は近隣でのつきあいの程度を訊ねている（図 4-31）。近隣と「つきあ
いない」とする割合は非常に低いことから（6.0％）、何かしからの形で近隣
との相互交流を実践している人々が多いことがわかる。その一方で、「お互
いに訪問しある人がいる」といった割合はそれほど高くなく（21.7％）、最
も高い割合を示したのは「立ち話をする程度の人がいる」であり（39.2％）、
次に高いのは「あいさつする程度の人がいる」であった（31.7％）。このよ
うなことから、近隣との相互交流が実践されているものの、その内容は比較
的「軽い」内容であることが読み取れよう。
6.0% %2.93%7.13 21.7%
1.4%
0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%
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図 4-31　近隣でのつきあいの程度（N=1823）
　問 25 では近隣でつきあいのある人数を具体的なつきあいの内容ごとに訊
ねている（図 4-32）。「気晴らしのおしゃべり」については 3 人以上を回答し
たのが 38.4％と最も高い割合を示したのに対して、「病気の時の世話」につ
いては 1 人もいないと回答したのが 60.0％であった。こうした割合が示して
いるように、回答者は「気楽な関係」としての近隣住民との相互交流は実践
しているものの、病気の時の世話といった緊急時の助け合いといった互助関
係を築いているのは比較的少数であることがわかる。
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図 4-32　近隣でのつきあい内容（N=1823）
図 4-34　日頃親しくしている知人・友人との距離（N=1823）
図 4-33　日頃親しくしている家族・親族との距離（N=1823）
　問 26 では普段利用する交通手段でかかる時間別に日頃から親しくしてい
る家族・親族、知人・友人の数を訊ねている。図 4-33 の日頃から親しい家族・
親族については「同居・敷地内」や「30 分未満」の距離に「1, 2 人程度」「3
人以上」と回答する割合の合計が過半数を超えている。また、図 4-34 の知人・
友人についても、「30 分未満」の距離での「1, 2 人程度」「3 人以上」の割合
が過半数を超えている。こうした点から、30 分以内の距離に日頃親しくし
ている家族・親族、知人・友人をもつ人々が比較的多いことが読み取れよう。
　問 27 では家族以外の人々との交流を交流相手の世代ごとに訊ねている（図
4-35）。ここでは回答者の年齢を考慮せずに度数分布を提示しているため、
積極的な解釈は控える。それでも、前述の図 4-2 にあるように回答者の年齢
層が比較的高いこと留意した上で、「60 代以上との交流」や「40 代 -50 代と
の交流」の「よくある」「たまにある」の合計が過半数を超えていることに
着目すれば、比較的高齢層が近しい世代と交流している傾向が想像される。
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図 4-36　近隣と希望するつきあい（N=18233）
図 4-35　家族以外の人々との交流（N=1823）
　問 28 は希望する近隣とのつきあいを訊ねている（図 4-36）。「気軽に頼み
ごとのできるつきあいをしたい」が 35.3％、「あいさつていどのつきあいで
よい」が 54.7％とデータの大半を占める。このことから、多く人々が比較的
「軽い」関係性を近隣に求めていること指摘できよう。
　問 29 は一般社会に関する見方や意見を訊ねている（図 4-37）。どの項目も
「ややそう思う」の割合が最も高い。また、どの項目も「そう思う」と「や
やそう思う」の合計が過半数を超えており、全体的には一般社会に関する見
方や意見に肯定的な回答傾向がみてとれる。しかしながら、「あまりそう思
わない」の割合も、どの項目においても一定程度あることから、より詳細な
分析を行っていく必要がある。
　問 30 では回答者の支持政党を質問している（表 4-1）。調査年である 2015
年において、「支持政党なし」が最も割合が高かった（45.1％）。次に高い割
合を示したのは自民党で29.5％であった。このことから、（2015年においては）
羽村市は無党派層が最も多いものの、比較的自民党支持層が多い地域である
といえよう。
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表 4-1　支持政党
図 4-37　一般社会に関する見方や意見（N=1823）
　問 31 は回答者の地域団体やイベントへの参加経験を訊ねている（図 4-38）。 
「積極的に参加している（していた）」「参加している（していた）」に着目す
ると、特に「地域のお祭り・盆踊り」「自治会（町内会）・消防団」ではその
合計値が過半数を超えているように、参加率の高い地域組織・イベントであ
ることがわかる。
　現在、様々な地域社会で住民の地域参加が希求されている。図 4-38 の分
布から、羽村市においては「自治会（町内会）・消防団」や「地域のお祭り・
盆踊り」を介する形での住民の地域参加が鍵である可能性が指摘できよう。
　問 32 は地域への愛着を区画レベル別に訊ねている（図 4-39）。「（回答者の）
住まいの地区周辺」、「羽村市」、「西多摩地域」はいずれも愛着を「感じる」、「や
や感じる」の合計値が 80％を超えており、多くの人々が愛着を感じているこ
とがわかる。「東京都」も愛着を感じる割合は高いといえるものの、相対的
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図 4-38　地域組織やイベントへの参加（N=1823）
図 4-39　地域への愛着（N=1823）
には、他の区画レベルよりもその割合はやや低い。全体的にみれば、生活圏
として認識される地域レベルに愛着がもたれている可能性が考えられよう。
　問 33 は回答者の居住形態を訊ねている（図 4-40）。最も高いのは「戸建住
宅」で 65.3％であった。対照的に、マンションなどの集合住宅に住む割合は
低く、「分譲マンション」と「民間の賃貸住宅」の合計でも 30％に満たない。
したがって、羽村市全体でみれば戸建てに住む割合が高いといえよう。しか
しながら、羽村市内の地区別にみれば住宅の特性が異なる可能性がある。そ
のため、住民の居住特性を把握するのであれば、より詳細な分析が必要であ
ろう。
　問 34 では回答者が認識する自分自身の「経済的ゆとり」・「時間的ゆとり」
を訊ねている（図 4-41）。いずれについても、「ゆとりはある」「まあまあゆ
とりはある」の合計は過半数に満たない（ただし、「時間的ゆとり」のそれ
は 50％に近い）。その上で、相対的に「経済的ゆとり」については「あまり
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図 4-40　居住形態（N=1823）
図 4-41　経済的・時間的ゆとり _ 認知（N=1823）
ゆとりはない」「ゆとりはない」とする割合が高いことがわかる。当然ながら、
人々が認識する「ゆとり」の多寡は年齢や収入などを踏まえて分析を深めて
いく必要があろう。ここでは、回答者の自覚する「ゆとり」に開きが生じて
いることを指摘するにとどめる。
　問 35 では回答者の最終学歴を訊ねている（図 4-42）。「高校（高卒）」の割
合が 39.4％と相対的に最も高い割合を示し、「大学（大卒）」の割合は 26.9％
となっている。やや低学歴に偏っているが、本データの年齢層が比較的高い
ことを踏まえれば、整合的な結果と解釈できよう。
　問 36 では回答者の婚姻形態を訊ねている（図 4-43）。71.4％の人々が「既婚」
であり、本データの大部分が既婚者であるといえる。また、「離別者・死別
者」も合わせれば、約 80％の人々が「結婚経験あり」であることがわかる。
こうした点も、前述の学歴と同様に、本データの年齢層が比較的高いことと
整合的な結果であると考えられる。
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図 4-42　最後に卒業した学校 ( 在学中を含む )（N=1823）
図 4-43　婚姻形態（N=1823）
　問 37 と問 38 で回答者の羽村市での居住歴を訊ねている（図 4-44 ～図
4-46）。まず、図 4-44 にあるように、「今と同じ」場所あるいは「それ以外の
羽村市」で生まれた人々は比較的少数に過ぎず、大半の人々は羽村市以外で
生まれていることがわかる。その上で、特に「その他」が 35.7％で最も高い。
こうしたことから、本データにおいて、いわゆる「その地域に生まれ、その
地域で育った住民」は比較的少数であると考えられる 1。
　回答者の羽村市での居住年数に着目すると（図 4-46）、「30 年以上 40 年未満」
の割合が最も高い（20.1％）。また、隣接のカテゴリーも同様に高いことを
着目すれば、比較的長い年数をかけて羽村市で生活している住民の姿が想像
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1 ただし、羽村市の前身である「羽村町」、さらにその前身である「西多摩村」
を想定して「その他」と回答した可能性も否定できない。
図 4-44　出身地域（N=1823）
図 4-45　親の世代を含めて羽村市内での居住開始時期（N=1823）
図 4-46　羽村での居住年数（N=1823）
できよう。図 4-45 での居住開始時期と図 4-46 の居住年数の分布には若干の
齟齬がある点は否めない。これは回答者の記憶が曖昧となっていたことやこ
の質問自体が回答者に負担を強いる質問項目であったことを示唆していると
考えられる。しかしながら、問 37 と問 38 の分布から、本データの回答者の
多くは羽村市の外で生まれたものの、比較的長い年月にわたって羽村市で生
活している人々であることは、ひとまず指摘できよう。
　日本人を対象とした調査では回答者の職業や収入といった社会経済的地位
についても訊ねている（問 39 以降）。これらの質問の多くは、羽村市に居住
する外国人に対する調査でも同じように訊ねていることから、次節で外国人
調査との対比という形で回答傾向を示す。
5. 外国人調査の概要と各質問項目の分布
　3 節で示したように、本研究では日本人に対する調査のみならず、羽村市
に居住する外国人に対しても郵送形式の質問紙調査を行っていることにその
特徴がある。外国人を対象とした調査でも調査対象者の年齢は、日本人調査
と同様に 20 歳以上 79 歳以下となっている。外国人に対する調査も日本人調
査と同様に「（日本語名）羽村市の共生と地域参加にかんする調査」として
調査を実施している。外国人を対象とした調査（「外国人調査」）では、日本
に住む外国人の地域社会とのかかわりを追究することを調査目的とした。調
査の概要は以下の通りである 2。
・	調査対象者 :	東京都羽村市に居住する20歳以上79歳以下の外国人男女
・	全数調査（819 ケース）:（住民基本台帳の登録情報にもとづく）
・	調査時期 :	2015 年 11 月 9 日に調査票、20 日にお礼を兼ねた督促葉書
を発送
・	調査方法	郵送形式の質問紙調査
・	回収率 :	35.4％（有効回答 =290 票）
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2  調査票を発送後にいくつかの言語で誤った訳が判明したため、該当の質問項
目についてのみ調査票を改めて発送している。ここでは最初の調査票の回収
率を提示した。
　外国人調査では、外国人住民の使用言語に留意し、あらかじめ複数の外国
語による同一内容の調査票を送付し、回答者が自身の希望する言語で回答で
きるようにした。具体的な言語は、日本語、英語、スペイン語、ポルトガル語、
タガログ語、中国語、韓国語、タイ語、ベトナム語である。なお、各言語で
の回答数は上図の通りである（図 5-1）。最も高い割合を示したのは日本語で
の回答であった（30.3％）。しかしながら、換言すれば、日本語での回答は
全体の 3 割程度に過ぎず、多くの外国人は外国語による回答を選択したとも
解釈できる。外国語のうち、最も高い割合を示したのはスペイン語（20.7％）
であったが、他の言語についても一定数の回答が得られた。こうした点から、
外国人を対象とした郵送形式の質問紙調査の場合、複数の外国語による調査
票の送付が回答者の回答負担の低減を担う可能性が示されたと考えられる。
以下、外国人調査における各質問項目の回答についての検討を行う。
30.3%
14.5%
20.7%
6.6%
9.3% 10.3%
3.1%
2.1%
3.1%
0.0%
5.0%
10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
日本語 英語 スペイン語 ポルトガル語 タガログ語 中国語 韓国語 タイ語 ベトナム語
41.3%
58.7%
男性 女性
41.4%
58.6%
男性 女性
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図 5-1　回答者の使用言語 _ 外国人調査（N=290）
図5-2-B　性別構成比_外国人調査有効回答データ
（N=290）
図 5-2-A　性別構成比 _ 外国人調査全数データ
（N=819）
　まず、性別構成比についてみてみたい（問 1）。図 5-2-A は外国人調査全
数における性別構成比を示し、図 5-2-B は外国人調査での有効回答データに
おける性別構成比を示している。5-2-B にあるように本データの性別構成は
やや女性の割合が高いが、羽村市の全数データ（5-2-A）においてもそれは
同様である。むしろ本データの性別構成比は羽村市全体の外国人の性別構成
比とほぼ同じであるとみなせる。したがって、性別構成比について本データ
は羽村市全体を適切に反映しているとみなせよう。
　次に、年齢構成比についてみてみたい（問 2）。図 5-3-A は外国人調査全
数における年齢構成比を、図 5-3-B は有効回答データおける年齢構成比を示
している。年齢構成比についてもその分布から、前述の性別構成比と同様に、
本データは羽村市全体の外国人人口を適切に反映しているとみなせる。その
上で、羽村市は 40 代と 50 代の外国人割合が比較的高く、高齢層にやや偏っ
た分布となっていることをここで指摘しておきたい。
32.4%
27.9%
26.2%
6.2%
2.1% 2.1%
3.1%
0.0%
5.0%
10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
南米 東アジア 東南アジア 西欧・北米 中央・南アジア その他 無回答
20代
14.5%
30代
26.9%
40代
24.1%
50代
24.5%
60代
6.2%
70代
3.8%
20代 30代 40代 50代 60代 70代
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17.0%
30代
24.8%
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27.2%
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21.7%
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6.6%
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20代 30代 40代 50代 60代 70代
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図 5-3-A　年齢構成比 _ 外国人調査全数データ
（N=819	平均年齢 =43.08
標準偏差 =12.63）
図 5-3-B　年齢構成比_外国人調査有効回答データ
（N=290	平均年齢 =43.44
標準偏差 =12.79）
図 5-4　回答者の国籍 _ 外国人調査（N=290）
　問 3 は回答者の国籍を訊ねている（図 5-4）。表 3 で示したように国勢調査
によれば羽村市では「南米」からの外国人の割合が最も高く、次に「東南ア
ジア」、「中国（アジア）」と続く 3。本データでは「東アジア」と「東南アジア」
の割合が逆転している。この点に留意する必要はあるものの、本データが「南
米」「東アジア」「東南アジア」の割合が高い羽村市全体を反映したデータで
あることは十分に示されたと考えられよう。
　問 5 と問 6 では、回答者の日本と羽村市での居住期間を訊ねている（図
5-5）。全体的には「11年から20年以下」の割合が高いとみなせよう。その上で、
日本で居住期間においては「20 年以上」が最も高い。すなわち、回答者の
多くは 11 年以上といった比較的長期に渡って日本に居住していることがわ
かる。
　また、羽村市での居住期間についても「11 年から 20 年以下」が 27.6％と
高く、比較的長い間羽村市で生活している外国人が多いことがわかる。しか
しながら、羽村市に着目すれば「3 年以下」といった居住歴も同時に一定数
いることから、外国人の中でも居住期間が大きく異なる層が存在することが
指摘できよう。それと同時に、この事実は多文化共生のパートナーである外
国人の内的多層性を示しているとも解釈できる。
11.4%
4.1%
12.8%
33.4%
37.2%
1.0%
28.3%
10.7%
19.0%
27.6%
12.4%
2.1%
0.0%
5.0%
10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
40.0%
3年以下 4年から5年以下 6年から10年以下 11年から20年以下 20年以上 無回答
日本での居住期間 羽村市での居住期間
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3  羽村市は東京都生活文化局国際部（1994）が 1993 年に行った「地域社会の国
際化に関する意識調査」においても、外国人居住者が多く、特に日系ブラジ
ル人・ペルー人が多い地域として位置付けられている。
図 5-5　日本・羽村市での居住期間 _ 外国人調査（N=290)
　問 7 は回答者の帰国予定を訊ねている（図 5-6）。一定数は帰国の予定を決
めているものの、39.3％の人々が決断をするに至っていない。本人のこれま
での日本での滞在期間を踏まえた上で詳細な分析を進める必要がある。しか
しながら、図 5-6 から国境を超えて流動的な生活を企図している外国人が一
定数いる点を視野にいれて共生のあり方を検討する必要性が、改めて示され
たと考えられる。
　問 8 は回答者の日本人との交流経験を訊ねている（図 5-7）。多くの外国人
が日本人との交流経験をもつと回答していることがわかる（85.9％）。この
点は本データにおける外国人が比較的長期にわたって日本あるいは羽村市で
居住していた点とも整合的な結果ともいえよう。しかしながら、9.7％の人々
は日本人との交流経験をもたないという事実は「排除の論理」も視野にいれ
て日本人と外国人の相互交流を注視していく必要性を示していると解釈でき
よう。
22.8% %3.93%2.63
1.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
帰国予定あり 帰国予定なし まだ決めていない 無回答
85.9% 9.7%
4.5%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
交流経験あり 交流経験なし 無回答
43
「羽村市の共生と地域参加にかんする調査」報告②（大槻　茂実）
図 5-6　帰国予定 _ 外国人調査（N=290）
図 5-7　日本人との交流経験 _ 外国人調査（N=290）
　問 9 では前問で日本人との交流経験があると回答した人々に対して、どの
ような場面で日本人との交流がどの程度行われたのかを訊ねている（図 5-8
～図 5-11）。具体的には、学校、職場、地域、その他の場面での交流相手と
の親しさの度合いである。
　図 5-8 から、日本の学校に通ったことがないとする割合が高いことがわか
10.8% 8.4% 12.0%
4.8%
62.2%
1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない 日本で学生時代を過ごしていない 無回答
13.7% %5.23%6.9 42.6%
1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない 無回答
19.7% %9.23%1.42 17.7%
4.8%
0.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない 日本で働いたことはない 無回答
14.5% %3.92%1.02 34.5%
1.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
とても親しい 親しい 知人程度 知人はいない 無回答
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図 5-9　日本人との	交流場面 _ 職場 _ 外国人調査（N=249）
図 5-10　日本人との	交流場面 _ 地域 _ 外国人調査（N=249）
図 5-11　日本人との	交流場面 _ その他 _ 外国人調査（N=249）	
図 5-8　日本人との交流場面 _ 学校 _ 外国人調査（N=249）
る。次に単純な分布でみれば、職場での交流において「知人程度」以上の交
流の割合が高いことが指摘できよう（図 5-9）。多くの外国人の来日の理由が
経済活動にあるのだとすれば、この分布は整合的な結果と考えられる。その
一方で、地域での交流については「知人はいない」とする割合は 42.6％となっ
ており、比較的多くの人々が地域での日本人との交流経験をもっていないこ
とがわかる。また、その他の場面での交流でも同様に「知人はいない」とす
る層が一定数いる。こうした点は、外国人にとっての日本人との交流の具体
的な場面は比較的限定されてしまう可能性が指摘できよう。交流経験の多層
性については改めて分析を進める必要がある 4。
　問 10 は日本人との将来的なつきあい（交流）志向を訊ねている（図
5-12）。どの項目についても「つきあいたい」「どちらかといえばつきあいた
い」の合計が過半数を超えていることから、全体的に見れば様々な場面で日
本人とのつきあいが望まれていると解釈できよう。ただし、どの場面でも「ど
ちらともいえない」の回答者が一定数いることや「無回答」の比率が比較的
高いことを踏まえれば、日本人との交流に消極的な層の存在も示唆されよう。
こうした層の社会経済的特徴を改めて分析する必要がある。
30.3%
32.4%
33.8%
40.7%
23.8%
18.3%
22.8%
20.3%
20.3%
20.0%
21.4%
15.5%
1.7%
1.7%
1.4%
2.1%
3.1%
3.1%
2.1%
3.1%
20.7%
24.5%
18.6%
18.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
その他
職場
生活している地域
家族・家庭
つきあいたい どちらかといえばつきあいたい どちらともいえない あまりつきあいたくない つきあいたくない 無回答
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4  本研究データにおける日本人の外国人との交流経験を扱った分析については
大槻（2018）を参照されたい。
図 5-12　日本人とのつきあい志向（N=290）
　問 11 は回答者の日本語会話能力を訊ねている（図 5-13）。問 11 は回答者の
自己認識にもとづく回答であるため、その解釈には留意を要する。43.1％の
人々が自らの日本語会話能力は堪能であると自覚していることから、羽村市
における一定数の外国人が日本語によるコミュニケーションに何ら不自由を
感じていないことがわかる。この点は本データの外国人の日本での居住歴が
比較的長期に及んでいる点とも整合的であるといえる。逆にいえば、残りの
56.9％、すなわち過半数の人々は何かしら日本語での会話に不自由を感じてい
るとも言い換えられる。特に「軽いあいさつ」程度の日本語会話能力しかな
いと自覚する人々が 12.8％いるという事実は言語による社会生活の分断が生
じている可能性を示しているといえよう。更に、そもそも本調査票に回答し
なかったケースの回答拒否の理由の 1 つに言語による障壁も挙げられるので
あれば、言語による社会生活の分断の可能性を改めて検討する必要がある 5。
43.1% 35.5% 4.8% 12.8%
0.7% 3.1%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
日常生活や仕事について、不自由なし 日常生活や仕事について、ある程度会話できる レストランで注文できる 軽いあいさつができる まったくできない 無回答
26.2%
41.4%
35.9%
49.3%
42.1%
15.9%
17.9%
15.2%
15.2%
17.2%
17.2%
12.8%
14.5%
10.7%
12.8%
6.9%
2.1%
5.5%
1.0%
3.4%
9.7%
4.1%
7.6%
4.8%
5.9%
24.1%
21.7%
21.4%
19.0%
18.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
日本語使用検定
友人と日本語で話す
家族と日本語で話す
自分や家族が日本語を使って仕事
自分や家族が日本語を使って進学
すごく興味がある まあまあ興味がある どちらともいえない あまり興味がない 興味がない 無回答
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図 5-13　日本語会話能力 _ 外国人調査（N=290)
図 5-14　日本語に対する興味関心 _ 外国人調査（N=290)
5  本研究では 9 言語による挨拶状・調査票を回答者に送付した。しかしながら、
回答者の使用言語がそれ以外であった可能性もある。
　問 12 は日本語に対する興味関心を訊ねている（図 5-14）。本人の現時点で
の日本語能力、社会経済的状況を踏まえて改めて分析を行う必要がある。そ
の前提の上で解釈するのであれば、「自分や家族が日本語を使って進学」「自
分や家族が日本語を使って仕事」「友人と日本語で話す」のいずれにおいて
も「すごく興味がある」「まあまあ興味がある」の合計が過半数を超えてい
ることから、就学・就業活動とプライベートの双方の場面において日本語の
必要性が認識されているといえよう。日本語の位置付けについては、今後改
めて精査していく必要がある。
　問 13 は外国人が考える外国人が増加することでの影響を訊ねている（図
5-15）。この項目は日本人に対しても同様に訊ねている（図 4-17）。図 4-17 で
示したように外国人が増加することの影響についての日本人の認識の特徴
は、「率直な判断がつかない」、「治安・秩序の乱れに対する懸念が高い」こ
とであった。その上で、外国人からみた外国人が増加することでの影響をみ
てみたい。日本人の認識と対照的に、外国人側は外国人が増加することは日
本社会に肯定的な結果をもたらすと考えている割合が全体的に優勢であるこ
とがわかる。また、日本人に懸念されている「治安・秩序の乱れ」について
も「そう思う」と「ややそう思う」の合計は 40％に満たない。日本人の場
合には 60％程度であったことから大きな開きがあるとみなせる。こうした
認識の乖離を解消していくことが健全な共生社会の理解促進の鍵であろう。
13.4%
2.4%
6.6%
11.0%
44.5%
39.0%
37.2%
13.1%
7.6%
8.3%
24.1%
19.3%
19.7%
18.3%
30.7%
22.1%
21.0%
22.4%
16.6%
17.9%
18.6%
10.7%
16.2%
18.3%
10.7%
1.7%
3.4%
2.8%
11.0%
25.2%
20.3%
8.6%
1.0%
0.7%
1.4%
21.0%
26.6%
25.5%
23.1%
16.9%
19.3%
21.7%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
生活保護などの社会保障費
日本人の働き口
日本文化の喪失
治安・秩序の乱れ
経済の活性化
文化的豊潤
社会の活性化
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答
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図 5-15　外国人が増加することでの影響 _ 外国人調査（N=290）
　問 14 と問 15 は外国人の権利と機会について訊ねている（図 5-16、図
5-17）。図 5-16 は権利の対等性と、それに向けた支援体制の必要性を質問し
ている。その結果、権利の対等性と支援体制のいずれについても、現状の社
会よりも対等で充実した内容を求めていることがわかる。その上で、図 5-17
で具体的に希求される権利・機会に着目したい。「そう思う」「ややそう思う」
の合計でみると、特に「困窮した際に生活保護を受ける権利」「日本語を学
ぶための機会」「日本人と交流する機会」といった社会保障・言語・コミュ
ニケーションにおける権利・機会が希求されていることがわかる。こうした
項目での比率の高さは日本に定住する外国人の現状を逆照射しているとも考
えられる。外国人の社会経済的境遇を踏まえて精査していくこと必要がある。
53.4%
70.0%
19.7%
16.6%
4.1%
3.1%
1.7%
2.8%
21.0%
7.6%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
外国人への支援体制を向上するべき
日本人と同等の待遇や権利を持つべき
そう思う ややそう思う あまりそう思わない そう思わない 無回答
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51.4%
29.7%
20.0%
15.9%
11.7%
23.1%
12.1%
16.6%
7.9%
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9.0%
23.4%
2.1%
0.7%
0.3%
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2.1%
0.0%
0.0%
1.4%
6.2%
25.2%
21.7%
17.9%
13.8%
22.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
母国（出身国）の習慣を守る権利
日本人と交流する機会
日本語を学ぶための機会
困窮した際に生活保護を受ける権利
地方選挙権
そう思う ややそう思う どちらともいえない あまりそう思わない そう思わない 無回答
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図 5-16　外国人の権利と支援体制への意識 _ 外国人調査（N=290）
図 5-17　社会的権利の付与 _ 外国人調査（N=290）
　問 16 は回答者の各国に対する好感度を訊ねている（図 5-18）。好感度は日
本人の各国に対する好感度（図 4-30）と同様に、好感度がプラスであれば、「高
_ 好感度」、好感度が 0 であれば「中 _ 好感度」、マイナスであれば「低 _ 好
感度」として表示した。回答者の国籍を踏まえて分析を行う必要があるため
積極的な解釈は控える。ここでは日本人に対する好感度が非常に高いことを
指摘するにとどめる。
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36.9%
40.3%
42.4%
33.1%
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0.0%
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ペルー
アメリカ
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ベトナム
タイ
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中国
韓国
日本
高_好感度 中_好感度 低_好感度 国名を知らない 無回答
16.9% %0.91%4.21 49.0%
2.8%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
参加している（していた） まあまあ参加している（していた） あまり参加したことがない 参加したことがない 無回答
51.0% %3.8%2.52 14.5%
1.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
参加したい どちらかといえば参加したい どちらかといえば参加したことがない 参加したくない 無回答
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図 5-18　好感度 _ 外国人調査（N ＝ 290）
図 5-19　日本語教室への参加経験 _ 外国人調査（N=290）
図 5-20　日本語教室への参加意向 _ 外国人調査（N=290）
　問 17 と問 18 は日本語教室への参加経験と参加意向を訊ねている（図
5-19、図 5-20）。図 5-19 にあるように、「参加している（していた）」「まあ
まあ参加している（していた）」の合計は 30％に満たず、日本語教室に参加
経験がある外国人は比較的少数であることがわかる。しかしながら、図 5-20
にあるように、今後の参加意向については「参加したい」「どちらかといえ
ば参加したい」とする割合は 70％を超えているように、多くの人々が日本
語を学ぶ機会を希求していることがわかる。この割合の高さは、本研究にお
ける外国人調査では長年日本の居住している割合が比較的高いという事実も
踏まえた上で、慎重に解釈を行う必要がある。
　問 19 と問 20 は近隣でのつきあいの現状と希望を訊ねている（図 5-21、
図 5-22）。図 5-21 の現状では、「あいさつする程度の人がいる」が最も高い
（54.1％）。現状でいえば、図 4-31 で示した日本人の近隣との相互交流と同様
に、外国人の近隣での相互交流は比較的「軽い」内容であるといえよう。し
かしながら、希望する近隣とのつきあいについては、日本人（図 4-36）と対
照的に、「相談のできる親密なつきあいをしたい」とする人々も一定数いる
ことがわかる（33.4％）。それと同時に、「あいさつていどのつきあいでよい」
とする人々もかなりいることから（39.0％）、外国人にとっての近隣つきあ
13.1% %1.45%3.02 12.4%
0.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
お互いに訪問しあう人がいる 立ち話をする程度の人がいる あいさつする程度の人がいる つきあいはない 無回答
33.4% %0.93%8.32
3.4% 0.3%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
相談のできる親密なつきあいをしたい 気軽に頼みごとのできるつきあいをしたい あいさつていどのつきあいでよい あまりおつきあいはしたくない 無回答
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図 5-21　近隣でのつきあい	_ 外国人調査（N=290	）
図 5-22　近隣と希望する付き合い _ 外国人調査（N=290）
いの意味を改めて検討する必要がある。
　問 21 は一般社会に関する見方や意見を訊ねている（図 5-23）。日本人を対
象とした場合（図 4-37）、どの項目も「ややそう思う」の割合が最も高かった。
対照的に外国人を対象とした図 5-23 では、どの項目も「そう思う」の割合
が高い。また、無回答の割合が高いことにも注意を払う必要がある。少なく
とも、こうした分布の違いは社会調査法の観点からも、内実の観点からも示
唆的な内容であることは指摘できよう。改めて、分析を進める必要がある。
　問 22 は回答者の最終学歴を訊ねている（図 5-24）。教育システムが各国に
よって異なる以上、「日本以外の中学校（外国で中卒）」といった本研究で用
意した学歴カテゴリーの実質的な意味については精査していく必要がある。
37.2%
46.6%
47.6%
32.1%
25.9%
26.9%
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%6.6%6.6
4.5% 3.8%
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%2.71%2.71 16.9%
0.0%
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そう思わない
無回答
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図 5-24　学歴 _ 外国人調査（N=290）
図 5-23　一般社会に関する見方や意見 _ 外国人調査（N=290）
ここでは大卒者の割合にのみ注目しておきたい。大卒者の割合は「日本の大
学・大学院（日本で大卒以上）」と「日本以外で大学・大学院（外国で大卒
以上）」の合計は 30％を超えている。日本人調査での日本人の最終学歴（図
4-42）と比較しても、羽村市の外国人は高学歴層が高いことを指摘しておき
たい。
　問 23 は回答者の婚姻形態を訊ねている（図 5-25）。日本人の婚姻形態（図
4-43）と同様に、「既婚」の割合が比較的高い。このことは外国人調査も日
本人調査と同様に、調査対象の年齢の上限を 79 歳と比較的高めに設定して
いることがその理由の 1 つとして考えられる。
　問 24 は結婚経験を有する回答者に配偶者の国籍を訊ねている（図 5-26）。
この質問は複数回結婚をしていた場合、回答者がどの配偶者の情報を回答す
ればよいのか設定していない欠点を抱えている点は否めない。しかしながら、
「無回答」の割合がごく僅かであったことから、結果的には深刻な情報の欠
落とはならなかったと考えられる。配偶者の国籍については「自分と同じ（外
国人）」とするのが 45.1％であるのに対して、「日本人」とするのも 48.7％い
ることから、日本人との国際結婚を果たしている人々が一定数いることがわ
かる。
21.0% %7.11%2.66
1.0%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
未婚 既婚 離別・死別 無回答
45.1% %3.5%7.84
0.9%
0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
自分と同じ（外国人） 日本人 その他の国 無回答
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図 5-25　婚姻形態 _ 外国人調査（N=290）
図 5-26　配偶者の国籍 _ 既婚・離別・死別者のみ _ 外国人調査（N=226）
　最後に日本人調査と外国人調査における社会経済的特性についての回答結
果を提示しておく（日本人調査「問 39」以降、外国人調査「問 25」以降）。
本人の「従業上の地位」について、日本人調査では「正規雇用されている
一般社員・一般職員（公務員・教員を含む）」の割合が最も高いのに対して
（42.1％）、外国人調査では「派遣社員・契約社員・請負業務・委託業務」の
割合が最も高い（25.5％）。単純な度数分布の比較にすぎないが、この結果
から羽村市において日本人と外国人の間に経済活動における分断が生じてい
る可能性が改めて指摘できよう。
　本人の「職種」についても、日本人調査では「専門・管理職」（32.3％）、「事務・
販売・サービス職」（27.4％）の割合が高いが、外国人調査では、対照的に「生産・
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表 4-2	社会経済的地位の分布（日本人調査および外国人調査）
従業上の地位_本人
臨時雇用･パート・アルバイト 328 18.0% 59 20.3%
派遣社員･契約社員･請負業務･委託業務 102 5.6% 74 25.5%
正規雇用されている一般社員・一般職員(公務員・教員を含む) 767 42.1% 53 18.3%
自営業主または家族従業者 144 7.9% 15 5.2%
経営者・会社役員・団体役員 76 4.2% 4 1.4%
その他 27 1.5% 4 1.4%
働いていない（学生・主婦など） 213 11.7% 56 19.3%
無回答 166 9.1% 25 8.6%
合計 1823 100% 290 100%
従業上の地位_配偶者
臨時雇用･パート・アルバイト 210 11.5% 19 6.6%
派遣社員･契約社員･請負業務･委託業務 48 2.6% 30 10.3%
正規雇用されている一般社員・一般職員(公務員・教員を含む) 508 27.9% 41 14.1%
自営業主または家族従業者 104 5.7% 11 3.8%
経営者・会社役員・団体役員 65 3.6% 6 2.1%
その他 17 0.9% 4 1.4%
働いていない（学生・主婦など） 223 12.2% 21 7.2%
非該当 509 27.9% 95 32.8%
無回答 139 7.6% 63 21.7%
合計 1823 100% 290 100%
本人の職種
専門・管理職 589 32.3% 32 11.0%
事務・販売・サービス職 499 27.4% 50 17.2%
生産・その他 273 15.0% 106 36.6%
働いていない 235 12.9% 50 17.2%
無回答 227 12.5% 52 17.9%
合計 1823 100% 290 100%
配偶者の職種
専門・管理職 412 22.6% 32 11.0%
事務・販売・サービス職 358 19.6% 24 8.3%
生産・その他 152 8.3% 57 19.7%
働いていない 221 12.1% 18 6.2%
未婚・離別・死別 508 27.9% 95 32.8%
無回答 172 9.4% 64 22.1%
合計 1823 100% 290 100%
世帯収入
200万円未満 244 13.4% 61 21.0%
200〜400万円未満 347 19.0% 91 31.4%
400〜600万円未満 279 15.3% 59 20.3%
600〜800万円未満 186 10.2% 18 6.2%
800万円以上 296 16.2% 24 8.3%
無回答 471 25.8% 37 12.8%
合計 1823 100% 290 100%
  
日本人調査 外国人調査
気晴らしの
悩
病気
その他」（36.6％）の割合が高い 6。この点も、前述の「従業上の地位」と同
様に日本人と外国人の間の社会経済的な分断を示している可能性が考えられ
よう。
　配偶者の「従業上の地位」と「職種」については、本人の性別を踏まえる
必要があるため、積極的な解釈は控えたい。ここでは、配偶者の「従業上の
地位」と「職種」のいずれについても「無回答」の割合が外国人調査におい
て特に高かったことを指摘するにとどめる。
　世帯収入においても、やはり日本人調査と外国人調査では明確な分布の違
いがみられる。すなわち、日本人調査では「800 万円以上」が 16.2％、「600
～ 800 万円未満」が 10.2％と、中・高収入カテゴリーに属する人々が一定数
いるのに対して、外国人調査では「200 万円未満」が 21.0％、「200 ～ 400 万
円未満」が 31.4％と、低収入カテゴリーに属する人々が相対的に多いことが
わかる。
6. まとめ
　本研究では、東京都羽村市に居住する 20 歳以上 79 歳以下の日本人と外国
人住民の男女に対して行った郵送形式の質問紙調査の結果を提示した。その
際には、それぞれの質問項目の単純な分布を一通り提示することで本調査結
果の概要を示した。当然ながら、今後はより詳細な分析を行っていく必要が
ある。しかしながら、単純な分布の記述ながらも、本研究の分析から日本人
住民と外国人住民の地域参加、相互交流、社会・経済的地位の乖離の一端は
指摘できたと考えられる。
　国籍を異にする住民間の相互交流を促進しつつ、そこに横たわる社会経済
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6  職種の「生産・その他」には「軍人」も含めた。このことから、羽村市が横
田米軍基地に隣接していること踏まえれば、日本人調査よりも外国人調査で
「生産・その他」の割合が高くなる可能性が考えられる。しかしながら、実際
に「軍人」の回答はごく少数であった（個人情報の観点から具体的なケース
数は公表しない）。したがって、日本人調査と外国人調査の「生産・その他」
の分布の違いは「軍人」によるものではないといえる。
的な隔たりに対してどのように向き合っていくべきであろうか。日本社会は
少子高齢化が進み、共助型の地域社会が希求されている。その一つの方策と
しての政策課題が「多文化共生」であるならば、残念ながらこの問いは避け
られないであろう。今後、注意深く分析を行っていく必要がある。
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「付録②外国人調査質問項目」
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